
(4) 連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 574,866 528,168 3,698,303 △120,869 4,680,467

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　新株の発行 16,675 16,663 　 　 33,339

　剰余金の配当（注） 　 　 △89,395 　 △89,395

　役員賞与（注） 　 　 △19,721 　 △19,721

　当期純利益 　 　 550,526 　 550,526

　自己株式の取得 　 　 　 △202,357 △202,357

　自己株式の処分 　 111 　 1,196 1,308

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 －

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

16,675 16,775 441,410 △201,160 273,700

平成19年３月31日残高(千円) 591,541 544,943 4,139,713 △322,030 4,954,167

　

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 111,344 2,300 113,645 135,125 4,929,237

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　新株の発行 　 　 － 　 33,339

　剰余金の配当（注） 　 　 － 　 △89,395

　役員賞与（注） 　 　 － 　 △19,721

　当期純利益 　 　 － 　 550,526

　自己株式の取得 　 　 － 　 △202,357

　自己株式の処分 　 　 － 　 1,308

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△34,522 893 △33,629 △9,377 △43,006

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

△34,522 893 △33,629 △9,377 230,693

平成19年３月31日残高(千円) 76,821 3,193 80,015 125,748 5,159,931

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(5) 連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　

前連結会計年度

(自　平成17年４月１日 

 至　平成18年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成18年４月１日 

 至　平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　１　税金等調整前当期純利益 　 757,763 978,278

　２　減価償却費 　 168,192 152,337

　３　減損損失 　 229,203 －

　４　固定資産除却損 　 7,648 1,757

　５　施設利用会員権評価損 　 － 10,600

　６　連結調整勘定償却額 　 5,266 －

　７　のれん償却額 　 － 15,436

　８　固定資産売却益 　 △154,118 △ 121

　９　固定資産売却損 　 2,268 883

　10　貸倒引当金の増減額 　 2,920 5,430

　11　役員賞与引当金の増減額 　 － 20,300

　12　受注損失引当金の増減額 　 － 27,621

　13　退職給付引当金の増減額 　 78,041 114,781

　14　役員退職慰労引当金の増減額 　 14,938 △ 3,598

　15　受取利息及び受取配当金 　 △5,306 △ 5,955

　16　支払利息 　 3,705 5,279

　17　為替差損益 　 － 516

　18　売上債権の増減額 　 △103,712 △ 371,725

　19　たな卸資産の増減額 　 △115,674 △ 61,634

　20　仕入債務の増減額 　 32,463 54,267

　21　その他資産の増減額 　 △8,647 16,852

　22　その他負債の増減額 　 412,169 △ 25,170

　23　役員賞与の支払額 　 △13,700 △ 20,600

　24　その他 　 33,866 △ 4,481

　　　小計 　 1,347,289 911,054

　25　利息及び配当金の受取額 　 4,926 5,645

　26　利息の支払額 　 △4,004 △ 5,658

　27　法人税等の支払額 　 △267,097 　　△534,739

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 1,081,114 376,302

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　１　投資有価証券の取得による支出 　 △600 △ 229,171

　２　有形固定資産の取得による支出 　 △48,529 △ 105,682

　３　有形固定資産の売却による収入 　 374,045 465

　４　無形固定資産の取得による支出 　 △33,145 △ 23,116

　５　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 ※２ － △ 200,652

　６　連結の範囲の変更を伴う連結子会社の清算による支出 　 － △ 14,700

　７　貸付けによる支出 　 △1,456 △ 1,418

　８　貸付金の回収による収入 　 1,496 1,103

　９　その他 　 △16,347 △ 14,534

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 275,461 △ 587,708

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　１　短期借入金の純増減額 　 △550,002 452,000

　２　長期借入金の返済による支出 　 △263,332 △ 85,313

　３　社債の償還による支出 　 － △ 37,710

　４　株式の発行による収入 　 － 33,127

　５　自己株式の取得による支出 　 △47,841 △ 202,357

　６　自己株式の売却による収入 　 14,908 1,308

　７　配当金の支払額 　 △89,412 △ 89,519

　８　少数株主への配当金の支払額 　 △2,790 △ 2,790

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △938,469 68,746

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 1,493 22

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 　 419,599 △ 142,637

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 1,217,422 1,637,022

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,637,022 1,494,385
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(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 子会社は、株式会社ソフトウエア・
ディベロプメント、株式会社スペース
リンク、株式会社プライド及び艾迪系
統開発（武漢）有限公司の４社であり
連結対象としております。

子会社は、株式会社ソフトウエア・
ディベロプメント、株式会社プライ
ド、艾迪系統開発（武漢）有限公司及
び株式会社日本カルチャソフトサービ
スの４社であり連結対象としておりま
す。
　なお、平成18年12月に、株式会社日
本カルチャソフトサービス及び株式会
社カルチヤ・ソフトの全株式を取得
し、平成19年１月に、両社は株式会社
日本カルチャソフトサービスを存続会
社とする合併を行ったため、株式会社
日本カルチャソフトサービスを当連結
会計年度より連結の範囲に含めており
ます。
　また、連結の範囲に含めておりまし
た株式会社スペースリンクは、平成19
年３月に清算したため清算結了をもっ
て連結の範囲から除外しております。

２　持分法の適用に関する事

項

　非連結子会社及び関連会社がないた
め、持分法の適用会社はありません。

同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社４社のうち３社の決算日
は連結決算日と一致しております。ま
た、１社（艾迪系統開発（武漢）有限
公司）の決算日については12月31日で
ありますが、連結決算日との差異が３
ヶ月を超えないため、当該子会社の同
日現在の財務諸表を使用しておりま
す。なお、連結決算日との間で生じた
重要な取引については連結上必要な調
整を行っております。

同左

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 ①　有価証券

・その他有価証券
時価のあるもの

　　　　　…決算末日の市場価格等に
基づく時価法。(評価差額
は、全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は、
移動平均法により算定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　①　有価証券

・その他有価証券
時価のあるもの

　　　　　…決算末日の市場価格等に
基づく時価法。(評価差額
は、全部純資産直入法に
より処理し、売却原価
は、移動平均法により算
定)

　 時価のないもの
　　　　　…移動平均法による原価
　　　　　　法

時価のないもの
同左

　 　 ②　たな卸資産
　　・商品……… 総平均法による

原価法
　　・仕掛品…… 個別法による原

価法
・貯蔵品…… 最終仕入原価法

　 ②　たな卸資産
・商品………
　

同左

　　・仕掛品……
　　

同左

・貯蔵品…… 同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

　 　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法

　　①　有形固定資産……定率法
なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によってお
ります。

ただし、平成10年４月１日以
降に取得した建物(建物附属設備
を除く)については、定額法を採
用しております。
　なお、平成10年４月１日以降
取得した取得価額10万円以上20
万円未満の資産については、３
年間で均等償却する方法を採用
しております。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法

　　①　有形固定資産
同左

　 　　②　無形固定資産……定額法

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

ただし、自社利用のソフトウ

エアについては、社内における

利用可能期間(５年間)に基づく

定額法、市場販売目的のソフト

ウエアについては、見込販売数

量に基づく償却額と残存有効期

間（３年間）に基づく均等配分

額のいずれか大きい額を計上す

る方法によっております。

②　無形固定資産

同左

　 　　③　長期前払費用……定額法

なお償却期間については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

③　長期前払費用

同左

　 (3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

同左

　 　　②　賞与引当金

従業員（取締役でない執行役

員を含む）の賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額を計

上しております。

　　②　賞与引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

　 ―――――――― ③　役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるた

め、当連結会計年度末における

期末要支給額を計上しておりま

す。

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「役員

賞与に関する基準」（企業会計

基準第４号　平成17年11月29

日）を適用しております。

これにより、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利

益は、それぞれ20,300千円減少

しております。
　 ―――――――― ④　受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に

備えるため、当連結会計年度末

における受注契約に係る損失見

込額を計上しております。

　 ③　退職給付引当金

従業員（取締役でない執行役

員を含む）の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当連結会計年

度末において発生している額を

計上しております。

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(14年)によ

る定率法により、翌連結会計年

度より費用処理しております。

⑤　退職給付引当金

同左

　 ④　役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

⑥　役員退職慰労引当金

同左

　 　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて

計上しております。

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定に含め

て計上しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

　 (5) 重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

　 　(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

　　　消費税等の会計処理

　　　　税抜方式によっております。

　(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

　　　消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価

については、全面時価評価法を採用

しております。

同左

６　連結調整勘定の償却に関

する事項

　

　連結調整勘定の償却については、

発生年度から５年間で均等償却して

おります。

――――――――

７　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

―――――――― 　のれんの償却については、５年間

及び10年間で均等償却しておりま

す。

８　利益処分項目等の取扱い

に関する事項

　

　連結剰余金計算書は、連結会社の

利益処分について連結会計年度中に

確定した利益処分に基づいて作成し

ております。

――――――――

　

９　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　

　連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。

同左
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(7) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

(会計処理の変更)

　
前連結会計年度

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会　平成14年８月９日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号　平成15年10月31日)を適用しており

ます。これにより税金等調整前当期純利益は229,203千

円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してお

ります。

――――――――

―――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は

5,034,183千円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、

改正後の連結財務諸表規則により作成しています。

――――――――

　

（企業結合に係る会計基準等）

  当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」（企

業会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年

12月27日　企業会計基準第７号）並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準委員会　最終改正平成18年12月22日　企業

会計基準適用指針第10号）を適用しております。
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(表示方法の変更)

　
前連結会計年度

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

　　　　　　　―――――――――

　

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、「営業権」として掲記され

ていたものは、当連結会計年度から「のれん」と表示し

ております。

また、「連結調整勘定」として掲記されていたものは、

「のれん」と表示しております。

　　　　　　　――――――――― （連結損益計算書）

前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれ

ん償却額」と表示しております。

　　　　　　　――――――――― （連結キャッシュフロー計算書）

前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれん償

却額」と表示しております。
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(8) 連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度

(平成19年３月31日)

　１　当社は、資金調達の機動性と効率性を高めるため

取引銀行４行と貸出コミットメントライン契約を締

結しております。

　この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントラインの総額 2,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 2,000,000千円

　

　１　当社は、資金調達の機動性と効率性を高めるため

取引銀行４行と貸出コミットメントライン契約を締

結しております。

　この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントラインの総額 2,000,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 1,500,000千円

　

※２　当社の発行済株式総数は、普通株式6,138,589株で

あります。

――――――――

※３　当社が保有する自己株式の数は、普通株式178,915

株であります。

――――――――

※４　　　　　　　―――――――― ※４　連結会計年度末日満期手形の処理方法

連結会計年度末日満期手形の会計処理は手形交換

日をもって決済処理しております。

　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休業日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結

会計年度末残高に含まれております。

　
　　　　受取手形　　　　　　　　　　　　14,994千円
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30,549千円

――――――――

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

土地 154,118千円

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

車両運搬具 121千円

※３　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

車両運搬具 382千円

工具器具備品 1,886千円

計 2,268千円

　

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 1,565千円

工具器具備品 738千円

ソフトウエア 5,344千円

計 7,648千円

　

※５　減損損失
　当連結会計年度において、当グループは以下の資
産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

東京都府中市 独身寮 建物、構築物及び土地等

東京都品川区 独身寮 建物、構築物及び土地等

 （経緯）
　当連結会計年度において固定資産の見直しを行い、
取締役会において売却する方針を決議いたしました
共用資産である独身寮について、帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（229,203
千円）として特別損失に計上しております。
 （内訳）
　その内訳は、建物111,968千円、構築物134千円、
土地115,763千円及びその他1,337千円であります。
　(グルーピングの方法)
　当社は原則として事業部単位でグルーピングを行
っております。また、連結子会社については会社単
位としております。
　(回収可能価額の算定方法)
　当該資産の回収可能価額は、正味売却価額を使用
し、不動産鑑定評価額等に基づき評価しております。

※３　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

車両運搬具 243千円

工具器具備品 639千円

計 883千円

　

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物及び構築物 57千円

工具器具備品 685千円

ソフトウエア 966千円

その他 48千円

計 1,757千円

――――――――
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(連結株主資本等変動計算書関係)

当連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
　

　
前連結会計年度末
株式数（株）　

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式(注)1 6,138,589 1,888,086 － 8,026,675

合計 6,138,589 1,888,086 － 8,026,675

自己株式 　 　 　 　

普通株式(注)2,3 178,915 273,088 2,283 449,720

合計 178,915 273,088 2,283 449,720

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加数の内訳は、次のとおりであります。

株式分割（１：1.3）による増加 1,841,576株

ストックオプション権利行使による増加 46,510株

２．普通株式の自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

株式分割（１：1.3）による増加 53,674株

自己株式買付けによる増加 215,500株

単元未満株式の買取りによる増加 3,914株

３．普通株式の自己株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。

ストックオプション行使による減少 2,210株

単元未満株式の買増しによる減少 73株

　
　

２　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 89,395 15 平成18年３月31日 平成18年６月30日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日
定時株主総会

普通株式 136,385 利益剰余金 18 平成19年３月31日 平成19年６月27日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対　　

照表に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の期末残高は、連結貸借対

照表に掲記されている現金及び預金残高と一致し

ております。

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,564,385千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△70,000千円

現金及び現金同等物 1,494,385千円

　
※２　　　　　　――――――――― ※２　株式の取得により新たに株式会社日本カルチャソ

フトサービスを連結したことに伴う連結開始時の

資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得

に伴う支出（純額との関係）

　

流動資産 983,716千円

固定資産 343,245千円

のれん 638,765千円

流動負債 1,021,990千円

固定負債 391,589千円

小計 552,146千円

株式会社日本カルチャソフトサ
ービス株式の当連結会計年度の
取得価額

552,146千円

株式会社日本カルチャソフトサ
ービスの現金及び現金同等物

351,494千円

差引：株式会社日本カルチャソ
フトサービスの取得に伴う支出

200,652千円
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(セグメント情報)

１　事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成

18年４月１日　至　平成19年３月31日）において、情報サービス事業の売上高、営業利益及び資産の

金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割

合がいずれも90％を超えており、その他の事業には重要性がないため、事業の種類別セグメント情報

の記載を省略しております。

　

２　所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成18

年４月１日　至　平成19年３月31日）において、本邦の売上高及び資産の合計に占める割合が90％を超

えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

３　海外売上高

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成18

年４月１日　至　平成19年３月31日）において、海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外

売上高の記載を省略しております。
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

　
取得価額
相当額
　

(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

　
期末残高
相当額
　

(千円)

工具器具
備品

86,290 30,110 56,179

合計 86,290 30,110 56,179

　

　

　
取得価額
相当額
　

(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

　
期末残高
相当額
　

(千円)

工具器具
備品

79,360 38,835 40,524

合計 79,360 38,835 40,524

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

　　　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 15,466千円

１年超 41,627千円

合計 57,094千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

　　　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 15,830千円

１年超 25,796千円

合計 41,627千円

　(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 17,515千円

減価償却費相当額 16,521千円

支払利息相当額 1,506千円

　(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 16,612千円

減価償却費相当額 15,655千円

支払利息相当額 1,145千円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

　

　(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。

　(5) 利息相当額の算定方法

同左

　
　

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について)

同左
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(関連当事者との取引)

前連結会計年度(自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日)

　　　該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　　(1) 役員及び個人主要株主等

　

属性 氏名 住所
資本金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有(被
所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者

尾﨑　眞民 ― ―
当社代表取
締役会長

(被所有)
直接
0.60％

― ―
自己株式取得
(注)２

130,200 ― ―

尾﨑　英子 ― ― (注)3
(被所有)
直接
0.64％

― ―
自己株式取得
(注)２

37,200 ― ―

宮部　善彦 ― ―

当社監査役
みずほ代行
ビジネス株
式会社取締
役社長

- ― ―
データ入力
等の受託
(注)４

482,782
(注)５

売掛金 60,382

(注) １．記載しております金額について、取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等を含

んでおります。

２．取引条件及び取引条件の方針等

自己株式の取得価額につきましては当該自己株式の取得に係る取締役会決議の当日(平成18年７月27日)の当社

普通株式の最終特別気配値で、自己株式取得のための固定価格取引として買付けております。

３．尾﨑　英子は、尾﨑　眞民の配偶者であります。

４．データ入力等の受託取引は、宮部善彦氏が、第三者（みずほ代行ビジネス株式会社）の代表者として行った取

引であり、その取引条件につきましては、一般取引を参考にして交渉により決定しております。

５．宮部善彦氏は、平成18年６月29日付で当社監査役に就任したため、取引金額は平成18年７月１日から事業年度

末までの取引に基づくものであります。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 前連結会計年度

(平成18年３月31日)

　 当連結会計年度

(平成19年３月31日)
　
繰延税金資産(流動) 　 　 　

未払事業税 32,578千円 　 30,019千円

未払事業所税 1,533千円 　 2,872千円

賞与引当金 173,215千円 　 229,733千円

未払費用 63,556千円 　 27,913千円

その他 755千円 　 25,439千円

　 271,639千円 　 315,978千円

繰延税金資産(固定) 　 　 　

役員退職慰労引当金 167,071千円 　 169,786千円

貸倒引当金 31,888千円 　 33,821千円

退職給付引当金 266,710千円 　 368,819千円

投資有価証券評価損 16,298千円 　 16,298千円

子会社繰越欠損金 12,409千円 　 103,907千円

その他 11,371千円 　 16,709千円

　 505,749千円 　 709,344千円

繰延税金資産小計 777,388千円 　 1,025,322千円

評価性引当額 △14,881千円 　 －千円

繰延税金資産合計 762,506千円 　 1,025,322千円

　 　 　 　

繰延税金負債(固定) 　 　 　

プログラム等準備金 63,278千円 　 37,909千円

特別償却準備金 3,455千円 　 1,441千円

その他有価証券評価差額金 78,196千円 　 55,492千円

その他 －千円 　 69千円

繰延税金負債合計 144,930千円 　 94,912千円

　 　 　 　

繰延税金資産の純額 617,576千円 　 930,410千円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前連結会計年度

(平成18年３月31日)

　 当連結会計年度

(平成19年３月31日)
　

　　法定実効税率と税効果会計適

用後の法人税等の負担率との間

の差異が法定実効税率の百分の

五以下であるため注記を省略し

ております。

　 　　　　　同左
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成18年３月31日)

１.その他有価証券で時価のあるもの

　 種類
取得原価
（千円）

連結決算日におけ
る連結貸借対照表
計上額

（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1)株式

(2)債券

(3)その他

218,652

―

17,007

401,155

―

26,891

182,502

―

9,883

小計 235,660 428,046 192,385

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

(1)株式

(2)債券

(3)その他

975

―

1,084

870

―

932

△105

―

△151

小計 2,059 1,802 △256

合計 237,719 429,849 192,129

表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価格であります。

なお、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した有価証券については、期末後１年以内に時価が

取得原価にほぼ近い水準に回復することを合理的な根拠で予測できる場合を除きすべて減損処理を行い、30～

50％程度下落した有価証券については、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行う

こととしております。

　

　　２　時価評価されていない主な有価証券

　 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

　　　非上場株式　

　

44,500
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当連結会計年度(平成19年３月31日)

１.その他有価証券で時価のあるもの

　

　 種類
取得原価
（千円）

連結決算日におけ
る連結貸借対照表
計上額

（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1)株式

(2)債券

(3)その他

441,171

―

22,661

566,714

―

33,582

125,542

―

10,921

小計 463,832 600,296 136,463

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

(1)株式

(2)債券

(3)その他

―

―

1,097

―

―

911

―

―

△186

小計 1,097 911 △186

合計 464,930 601,207 136,277

表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価格であります。

なお、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した有価証券については、期末後１年以内に時価が

取得原価にほぼ近い水準に回復することを合理的な根拠で予測できる場合を除きすべて減損処理を行い、30～

50％程度下落した有価証券については、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行う

こととしております。

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

　　　非上場株式　

　

59,054
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(平成18年３月31日)

当グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

　

当連結会計年度(平成19年３月31日)

当グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社および連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度および退職一時金制度を設けて
おります。
　なお、当社の執行役員（取締役である執行役員を除く）につきましては、確定給付型の制度として、
退職一時金制度を設けております。
　

２　退職給付債務等の内容

(1) 退職給付債務に関する事項

　 　 前連結会計年度

(平成18年３月31日)

当連結会計年度

(平成19年３月31日)

　 ①　退職給付債務

②　年金資産

△2,325,476千円

1,814,729千円

△2,811,513千円

2,076,372千円

③　未積立退職給付債務

④　未認識数理計算上の差異

⑤　未認識過去勤務債務

△510,747千円

△147,724千円

―千円

△735,141千円

△175,597千円

―千円

⑥　連結貸借対照表計上額純額

⑦　前払年金費用

△658,472千円

―千円

△910,739千円

―千円

⑧　退職給付引当金 △658,472千円 △910,739千円

　 (注)１　執行役員(取締役である執行役員を除く)の期末要支給額については、①退職給付債務に計上しております。

　　　 ２　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

(2) 退職給付費用に関する事項

　 　 前連結会計年度 当連結会計年度

　 　 (自平成17年４月１日

至平成18年３月31日)

(自平成18年４月１日

至平成19年３月31日)

　 ①　勤務費用

②　利息費用

191,894千円

53,775千円

199,174千円

58,917千円

③　期待運用収益

④　数理計算上の差異の費用処理額

△42,452千円

27,794千円

△55,693千円

△22,454千円

⑤　退職給付費用 231,011千円 179,944千円

(注)　執行役員（取締役である執行役員を除く）の退職給付費用及び簡便法を採用しております連結子会社の退職給付

費用は、①勤務費用に計上しております。

　

(3) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　 　 前連結会計年度

(平成18年３月31日)

当連結会計年度

(平成19年３月31日)

　 ①　割引率

②　期待運用収益率

2.5％

3.0％

2.5％

3.0％

　 ③　退職給付見込額の期間配分方法

④　数理計算上の差異の処理年数

期間定額基準

14年

同左

14年

　 (発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数による定率法により、翌連結会計年度から費用処理)
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(ストック・オプション等関係)

　当連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容
　

　 平成12年ストック・オプション 平成13年ストック・オプション 平成14年ストック・オプション

付与対象者の区分
及び人数

取締役10名
部長職以上18名

取締役９名
部長職以上22名

取締役９名
部長職以上31名

ストック・オプション数
　　　　　　(注)１

普通株式　135,000株 普通株式　140,000株 普通株式　224,510株

付与日 平成12年８月18日 平成13年８月20日 平成14年７月25日

権利確定条件

付与日（平成12年8月18日）
以降、権利確定日（平成14年
6月30日）まで当社の取締
役、執行役員または従業員で
あることを要する。

付与日（平成13年8月20日）
以降、権利確定日（平成15年
6月30日）まで当社の取締
役、執行役員または従業員で
あることを要する。

付与日（平成14年7月25日）
以降、権利確定日（平成16年
6月30日）まで当社の取締
役、執行役員または従業員で
あることを要する。

対象勤務期間
平成12年8月18日～
　　平成14年6月30日

平成13年8月20日～
　　平成15年6月30日

平成14年7月25日～
　　平成16年6月30日

権利行使期間
平成14年７月１日～
　　平成20年６月30日

平成15年７月１日～
　　平成21年６月30日

平成16年７月１日～
　　平成22年６月30日

(注) １．株式数に換算して記載しております。

２．平成14年ストック・オプションは、平成15年５月20日付の株式分割(１：1.1)、平成18年４月１日付の株式分

割(１：1.3)による株式分割後の株式数に換算して記載しております。

　

(2) ストック・オプションの規模及び変動状況

①　ストック・オプションの数
　

　 平成12年ストック・オプション 平成13年ストック・オプション 平成14年ストック・オプション

権利確定前　　（株） 　 　 　

　前連結会計年度末 ― ― ―

　付与 ― ― ―

　失効 ― ― ―

　権利確定 ― ― ―

　未確定残 ― ― ―

権利確定後　　（株） 　 　 　

　前連結会計年度末 68,000 82,000 142,350

　権利確定 ― ― ―

　権利行使 25,000 11,500 12,220

　失効 5,000 1,000 ―

　未行使残 38,000 69,500 130,130

(注) １．ストック・オプション数は、株式数に換算して記載しております。

２．平成14年ストック・オプションは、平成15年５月20日付の株式分割(１：1.1)、平成18年４月１日付の株式分

割(１：1.3)による株式分割後の株式数に換算して記載しております。

　
②　単価情報

　

　 平成12年ストック・オプション 平成13年ストック・オプション 平成14年ストック・オプション

権利行使価格(円) 764 749 562

行使時平均株価(円) 885 915 978

付与日における公正な
評価単価(円)

― ― ―
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(企業結合等関係)

　　　当連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）
　
　　　（共通支配下の取引等関係）　　

　　　　１．事業譲渡

　　　　(１)結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後
企業の名称

　　　　　　　①結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容
　　　　　　　　・事業譲渡企業
　　　　　　　　　　企業名　　　株式会社スペースリンク
　　　　　　　　　　事業の名称　その他事業
　　　　　　　　　　事業の内容　情報資源管理パッケージの開発、販売
　　　　　　　　・事業譲受企業
　　　　　　　　　　当社
　　　　　　　②企業結合の法的形式
　　　　　　　　事業全部譲受
　　　　　　　③結合後企業の名称
　　　　　　　　変更ありません。
　　　　　　　④取引の目的を含む取引の概要

　　経営資源を集中し、より効率的な事業展開を図るため株式会社スペースリンクの事業全部を
平成18年12月11日付けをもって、親会社である当社が譲受け、同社は解散いたしました。

　　　　　
　　　　　(２)実施した会計処理の概要

　　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基
準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企
業会計基準適用指針第10号）に基づき、「共通支配下の取引」として処理しております。

　

　　　　　２．子会社の合併
　　　　　（１）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結

合後企業の名称
　　　　　　　①結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

　 結合当事企業 事業の内容 適用

　 株式会社日本カルチャソフトサービス コンピュータシステムの設計開発 当社の子会社

　 株式会社カルチヤ・ソフト コンピュータシステムの設計開発 当社の子会社

　　　　　　　②企業結合の法的形式
　　　　　　　　吸収合併
　　　　　　　③結合後企業の名称
　　　　　　　　株式会社日本カルチャソフトサービス
　　　　　　　④取引の目的を含む取引の概要

　　平成18年12月11日付けにて株式取得し子会社化いたしました株式会社日本カルチャソフトサ
ービス及び株式会社カルチヤ・ソフトについて、両社の事業内容の同一性から、両社を合併す
ることにより経営資源を集中しより効率的な事業展開を図るため、平成19年１月31日を合併期
日とし、株式会社日本カルチャソフトサービスを存続会社とする吸収合併を実施いたしまし
た。

　　　　　　(２)実施した会計処理の概要
　　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基
準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　最終改正平成18年12月
22日　企業会計基準適用指針第10号）に基づき、「共通支配下の取引」として処理しておりま
す。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 801.12円

１株当たり当期純利益 68.68円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

68.40円

　

１株当たり純資産額 664.41円

１株当たり当期純利益 72.00円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

71.28円

　
　 当社は、平成18年４月１日付で普通株式１株につき1.3

株の株式分割を行っております。
なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度における１株当たり情報について
は、以下のとおりであります。

１株当たり純資産額 616.24円

１株当たり当期純利益 52.83円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

52.61円

(注)　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　 前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益 430,091千円 550,526千円

普通株主に帰属しない金額 19,721千円 －

(うち利益処分による役員賞与金) （19,721千円） （－）

普通株式に係る当期純利益 410,369千円 550,526千円

期中平均株式数 普通株式　　　　　　　 5,975,266株 普通株式　　　　　　 　7,645,914株

　 　 　

　潜在株式調整後１株当たり

　当期純利益金額
　 　

当期純利益調整額 － －

普通株式増加数 24,575株 77,936株

（うち新株予約権方式によるスト

ックオプション）
（24,575株） （77,936株）

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に含めなかった潜在株式の

概要

新株引受権　　　　

株主総会の特別決議日　潜在株式の数

　平成12年６月29日　 　　68,000株

　平成13年６月28日　　 　82,000株

――――――――　　　　　　
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(重要な後発事象)

　
前連結会計年度

(自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

株式分割について

　平成18年２月９日開催の当社取締役会の決議に基づき、

次のように株式分割による新株式を発行しております。

１．平成18年４月１日付をもって普通株式１株につき1.3

株に分割

　　(1) 分割により増加する株式数

　　　　普通株式　　　1,841,576株

　　(2) 分割方法

　平成18年３月31日最終の株式名簿及び実質株主名

簿に記載または記録された株主の所有株式数を、１

株につき1.3株の割合をもって分割

２．配当起算日

　　平成18年４月１日

　
　　　当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報及び当期

首に行われたと仮定した場合の当連結会計年度にお

ける１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりであ

ります。

　
前連結会計年度 当連結会計年度

１株当たり純資産額 　　　 567.16円 １株当たり純資産額 　 　　616.24円

１株当たり当期純利益　　　 13.74円 １株当たり当期純利益　　　 52.83円

潜在株式調整後１株 潜在株式調整後１株

当たり当期純利益　　　 　 　　 -円 当たり当期純利益　　　 　　52.61円

子会社の増資引受

平成19年５月11日開催の取締役会において、当社100％

子会社である株式会社日本カルチャソフトサービスが行

う増資につき、当社がその全額を引き受けることを決議

いたしました（払込金額100百万円、払込期日平成19年５

月17日）。

今回の増資は、株式会社日本カルチャソフトサービス

の自己資本の充実と財務内容の健全化を目的として行う

ものであります。　
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補足資料                                                   平成 19 年 5 月 11 日 

㈱ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ･ﾃﾞｨﾍﾞﾛﾌﾟﾒﾝﾄ 
平成 19 年 3 月期 決算概要 

 
１． 決算ハイライト 

 

� 連結売上高は過去最高の 146.9 億円 （前期比 12.8％増、2 期連続過去最高） 

� 連結経常利益は 2 期連続過去最高益 

� 連結営業利益率 7.0％、連結 ROE11.2％ （前年同期比 0.5 ポイント、1.9 ポイント改善） 

� 期末配当は 1 株につき 3 円増配の 18 円予定 

 

 

２．業績と見通し 
[連結] 
 平成 17 年 

3 月期 

平成 18 年

3 月期 

平成 19 年

3 月期 

前年同期比

増減率 

平成 20 年 

3 月期 

通期見通し 

前年同期比

増減率 

 百万円 百万円 百万円 ％ 百万円 ％

売上高 11,378 13,028 14,692 12.8 18,140 23.5

営業利益 550 851 1,024 20.4 950 △7.3

経常利益 557 845 1,024 21.1 940 △8.2

当期純利益 119 430 550 28.0 480 △12.8

１株当たり当期純利益 17.86 円 68.68 円 72.00 円 4.8 63.35 円 △12.0

 
[個別] 

 平成 17 年 

3 月期 

平成 18 年

3 月期 

平成 19 年

3 月期 

前年同期比

増減率 

平成 20 年 

3 月期 

通期見通し 

前年同期比

増減率 

  百万円 百万円 ％ 百万円 ％

売上高 10,279 11,774 12,644 7.4 13,260 4.9

営業利益 498 795 831 4.4 710 △14.6

経常利益 513 797 844 5.8 710 △15.9

当期純利益 127 417 445 6.9 390 △12.5

１株当たり当期純利益 19.72 円 66.79 円 58.30 円 △12.7 51.47 円 △11.7

 


